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児童手当に関する論争史
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　　　　　　　　1．はじめに
　今日の児童手当制度は，戦後さまざまな論点を含み
ながら歩んできたにも関わらず，その内在的な動的要
因は必ずしも充分に明らかにされていない。
　よって，本論文においては，児童手当の持つ歴史性
をそれをめぐる今日までの論争を整理することによっ
てとらえなおし，さらにその歴史をいくつかの時期に
分け，次期に移行するにあたってどのような動的要因
が認められるのかを考察する。
　なお，制度史についての深い解説はしていない。こ
こで論じようとするのは，制度史ではなく，あくまで
論争史に関わる考察であり，児童手当をめく“る主要な
議論をまとめていくことによって，その内在的要因を
明らかにすることを目的としている．
　　　　　　　　II．基本的視点
　単なる論争史の記述になることを避けるために，各
期の被会背景との関連を重視し，また前期の論争が次
期の展瀾にどのように生かされているかを考察するこ
とによって，内在する動的要因を明らかにする。
　　　　　　　　IIE．具体的視点
　戦後児童手当論争史を，（前史）・1期（1958　一一
1970）　・IIコ蜴　（ユ971～19ア8）　●III；Ot　（1979　一｝　1988）　・IVjも目
（1989～）に5区分したe
　I期は，国民健康保険の整備（1958／S33）と国民皆
年金制度の確立（1959／S34）時期より開始した。それ
は戦後の社会保障制度が順次整ってくるなかで，よう
やく児童手当制度が社会保障の一環として具体的に論
議されだした時期でもある。児童手当制度準備期であ
る。
　II期は，児童手当法が成立した1971年からとした。
児童手当制度発展期である。
　III期は，国家財政論が社会政策に影響を及ぼし始め
た時期であり，具体的な児童手当制度見直しが堤起さ
れたユ979年の財政制度審議会の報告を一つの区切りと
して出発点とした。高齢化社会危機論が叫ばれ，世代
間協調の一端としての児童育成が唱えられた時期でも
ある。つまり，児童手当制度見直し期であるe
　Iv期はわが国の出生率の落ち込みから少子化社会へ
の対応として，あるいは子育て支援政策の一端として
の児童手当が模索されはじめた時期である。1989年，
児童手当制度基本問題研究会において，政府全体の重
要な課題とされる「子供が健やかに生まれ育つための
環境づくり」の観点から，児童手当の新しいあり方が
模索されたので，ここを区切りとした。
　　　　　　　　w．具体的論争
A．　1其月　（工958～1970）
1．政策的背景
　戦後間もなくの児童手当講想は，生活困窮の原因と
なる蟻故として，「疾病」「障害」「死亡」「出産」「老齢」
「失業」「育児」の6つを挙げ，その「育児」に関わる
対策として児童手当金の支給を提案した。つまり，防
貧対策としての児童手当という発想から出発した。当
時の社会事情として，より緊急性の高い社会保障政策
生活福祉専攻
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が優先されたこともあって，1958（S33）年に新選罠鍵
肩｛f呆簿芝法，　1959（S34）　に麟民勾三金法力Stslj定されるま
で，直接，児童手当に関わる繊論はされなかった。
1．960（S35）年から児童手当法が施行されるまでの10年
間に識論された児童手当制度は，労働力政策への対応
が強講されたものであった。
　しかし，実際け先送りされる形で児童手当は審議さ
れ続けた。
　中央児童聯議会児輩手i当部会中問報告（1964／S3“9）
のまとめ役となった今弁一男氏は，次のように述べて
いる。J｝「…実は，当局（厚生省児童家庭局）の要望も
あって，完全な結論を避け，引き続いて政府が関係各
界各方面顔綿箆を重ね，問題を推進していくに当たっ
ての出発点を提供する意味のものとした（中間報告）。
言い換えれば詰めを避けたのである。それは問題の複
雑さ，むつかしさにもよるが，岡時に気分的に燃え上
がりの不足を認めたからである。…何分，医療の抜本
対策，厚生，国民両年金の改定期などとカチ合い，そ
れに財政硬直化が強調される時期にぶつかったので，
…見通しは必ずしもゆ］るくないe国民皆保険の推進，
灘畏年金の創設，公害基本法の鋤定などについては，
おおげさに言えば，全国にみなぎる燃え上がりといっ
たものがあった。こんどはそれがない」。
　財政的要因は，当然のことながら予測できるもので
ある。実際にS43年実施の先送りは，健康保険の赤字聞
題等によるものであったし，児童手当懇談会の提示し
た財政費用（約6000億円）は，実際の財政諸条件と櫓
容れないものであった。
2－a．支給（開始）対象とその理論的基礎
　支給対象の確定については，複雑に議論がかわされ
た。その最も根本的なものが，「児童手当鰯度は，直接
の社会保障制度の外に最低賃金制度との関連におい
て，最低賃金制度にも大きな問題点を与えるものであ
る」（俳部／1962）、2）から，業者間協定による翼行最低
賃金法に理論的基礎を与えなければ，》髄手当制度の
創設もありえないという指摘である。つまり，賃金が
家族のどこまでをカバーするのか，本人のみをカパー
するのか，あるいは家族の何人までをカバーするのか，
といった基礎的理論があってこそ初めて児童手当の支
給対象もおのずと規定される，ということである。
　そこで，支給対象の理論的基礎を探る前提として，
ベヴブリッジ報皆（1942）を挙げておく必要があると
思われる。
　ベヴァリッジ報告とは，周知のとおり，第二次対戦
中の工942年にイギリスの戦後社会の再建目標と社会保
障制度再編成のために，社会保険および関連サービス
に関する各省委員会（委員長ベヴァリッジ／1941年設
置）が発表したものである。この中で児童手当は，戦
後社会保障計画の基礎をなす前捷政策の一つとされ
　（包括的な保健リハビリテーショγサービス・雇用の
維持・児童手当）た。また，貧困に陥る原因として，
1・失業，老臨障害等の所得能力の中断または喪失，
2．大家族による家族数と双入のアソバラソス，があ
るとし，前者についてはナショナル。ミニマムによる
社会保険翻度を実施し，後者については，アソバラソ
ス是Eのための，児童手当制度を実施すぺきとしてい
る。
　その児童手当制度の考え方の一つとして「就業して
いる間に充分な駈得を確保しておかなければ，失業ま
たは労働不能によって収λが中断した揚合に最低生活
を支えるに充分な所得が確保されることを求めるのは
むりである…しかし，賃金体系が労働の生産物に基づ
くものでない限り，ナショナル1・ミニゼムがあら＠る
大きさの家族に対し賃金体系によって実際に確保され
ることは不可能である」とし，象族数を考慮しない賃
金体系の下では，充分なナシ・ナル・ミzaマムは確保
さ；｝zなS，としている。
　そこでは，賃金・労働政策を視点にいれて，賃金は
少なくとも妻と第一子までを包括すべきであるとして
いる。よって，第一子は親の養育責任として手当を支
給せず，その分，第二子以降の児童により多くの手当
を支給するべきと提案しているのである。
　そして，具体的な支給対象を両親が就業している第
一子を除くすべての児童を対象にし，16歳まで（全日
制教育が認められている期問中）支給すべきと挺案し
ているe
　このような児童手当の考え方は，フラγス，西ドイ
ツ（当時）なども同様である。
　このようにみてくると，とりわけ資本主義国におい
ては，最低賃金制度との関連に一応の理論的根拠を求
めることができるといってよいと思われる。
　一一方で，ベヴァリッジ報告の理論的根拠をみとめな
淋らも，養育費に社会的分担の例を用た別の見解とし
て，r賃金ないし一入当たり国民所得が低い揚合，家族
手当の形をとって社会的な所得再分配を行う必要があ
る生活保障の上でむしろ大きいことを一面で考え；多
颪で従来までの企業内賃金体系における家族手当額
や，財源に悩む地方自治体が条例で施行している児童
手当額が月　loee円内外の額でることを考えれぽ」（角田
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／1969）s，，低所得世帯に対しては第一子以降支給の途
を開くのが正しいという見解がある。フランスでも夫
婦共稼ぎでない低所得者には，第一子から個別の手当
が支給されるという。
　たしかに生活困窮防止の意味合いを持つ児童手当な
らば，この見解は正論である。しかし，社会保障的意
義は大切であるとしても，扶養老の所得によって差を
っけるのはいかがなものか。とはいえ，支給開始対象
を賃金制度に求めようにも，理論的基盤が不十分であ
る回
2－b．考察
　結局，この時期の児童手当制度の考え方として，大
きく3つに整理できる。1．多子貧困の原理，2．労
働力政策からの観点，3．児童福祉の観点，この内，
最も重視されたのが「労働力政策からの観点」であっ
た。
　確かに社会的な背景から，労働力政策が，児童手当
制度を必要としていたことは理解できる。しかし，様々
な角度からの論争を分析してみると，労働力政策が，
制度の理論的根拠として耐えうるものであったかとい
えぱ，必ずしもそうではなく，むしろ不完全なもので
あったことがうかがえる。また，多子貧困の原理は，
イギリスのラウソトリーが，地域の貧困調査をしたと
きから明らかだが，戦後の日本は戦前と異なり，少産
少死社会への移行期であり，多子貧困の原理を中心に
据えたとき，児童手当の存在意義そのものが失われて
しまう。おのずと，「児童福祉の視点」が理論的根拠と
して残ってくる。
　したがって，児童手当制度に，より理論的な根拠を
求めるには，賃金制度と密接に関わることは前提とし
ながらも，現実としてその理論的基礎が不十分である
以上，むしろ，児童福祉としての意義付けを強調して
いくのが妥当であると思われる。
　児童福祉の観点からみれば，単なる貧困防止でも，
最低生活の保障でもない，全国民（すべての子ども）
を対象にすることが前提である。また児童養育の責任
は両親と共に，社会的に児童を養育していこうという
発想が生まれる。何よりも，児童のための児童手当と
いう基本的視点が発生するのである。
　児童福祉としての児童手当を理論的根拠とすれば，
手当の支給開始対象は，第一子からとすべきである。
3－a．費用の負担方法をめぐる論議
最初に具体的な費用の負担方法が提案されたのは，
児童手当懇談会が発表した「児童手当制度に関する報
告」（1968／S43）である。
　この報告では，費用は基本的に拠出制によるべきで
あるとしている。「児童手当制度を創設すれば，家計費
に占める児童養育費の比重からもその対象者の数から
も，必要な財源は巨額となる。これは諸外国の例をみ
てもそうであり，また，そうであるがゆえにぜひ取り
上げる必要があるわけである」。「児童手当のように使
途が明自であって，規格性の強いものは，特別の拠出
による生活の共同化，すなわち社会保険化に適するも
のとして拠出制により実施することが妥当である」と
いうのがその理由であるが，つまり，無拠出制を取る
揚合には，国の財源負担が巨額となり，「財政一本槍は，
税制のもつ欠陥をいたずらに拡大させるおそれがあ
り，制度そのものを将来にわたって発展させるゆえん
でもない」というのである。
　具体的には，拠出制の社会保険を2グループに分け，
被用者に対しては主に事業主の拠出負担により，被用
者以外の者は世帯主の拠出負担を原則とするものであ
る。被用者の拠出を主に事業主負担とする理由は，賃
金は労働の代償であると同時に次代労働力の生産に必
要な費用も含まねばならず，その費用は，資本全体が
共同して負担するのが合理的であるからとしている。
　これらの具体策に対して，「もし次代労働力の生産と
いう観点にたつならば，現在被用者でない両親の子ど
ももやがては被用者たりうるわけで，その意味からす
れば，事業主負担を単に被用者の子どものみの児童手
当の財源にあてるのではなく，ひろく次代の生産力の
担い手の育成に向ける方が当を得ているのではないだ
ろうか、就業溝造が急速に変化しつつあるわが国の場
合は特にそうである」（久保／1969）4）との指摘がある。
　それは，無拠出児童手当の支給制限にたいしても，
r社会保障という考え方からしても，また児童の人権
という考え方からしても，特に児童手当を必要とする
この階層の人々に対して，制限を設けることは全く矛
盾している」として，総じて，「購業主負担分は単に被
用者の財源とするだけでなく，ひろく次代の生産力養
成という意味からすべての児童に対する児童手当の財
源の一部とすること。もし事業主の反対によってこの
ことが困難な場合には，寮業主負担分を被用者児童手
当の財源とし，自営業者の児童手当の財源は国庫とす
ること。その場合，財源の違いによって手当額に差を
設けぬこと」と提案されている。
　児童手当懇談会「児童手当制度に関する報告」は，
1969（S44）年度の制度実施を目指したが，実現費用に
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絡む諸条件が整わず，さらに具体案を深めるために，
同じく｝享生大臣の私的諸問機関である「児茸手当審議
会」（1969／S44）に衣替えされた。そして，翌年，「児
鷺手当偶度の大綱」（1970／S45）と題する答申を厚生
大臣に提出した。
　しかし，そこでは，児童手当懇談会案の適応対象を
被∫彫者と自営業者の2グループに分けた制度を，区別
せずに単一のものとしたこと，よって，支給額も一律
（3eOO円／月額）にしたこと，所得制限は行わないこ
と，などは改善されたが，肝心の費用負担のあり方に
劇してはレ「被用者の児堂手当の財源は，事業主の拠出
と国の負担とし，自営業者，農属など被用者以外の場
合は，一一re以上の｝死得を有するものの拠出と公費の負
担」といった内容に留まり，深い議論の詰めはされな
かった。
　この答申に対し，「顯民の税金である公費と保険料を
拠出する社会保険的な手法を取り入れるのが当面は逓
道だと思う」とする反面，「被用表の場合は，費用を企
業が負担してくれるのに，自営業者・や農民の場合は世
帯主が負担するのはおかしいとか，とくに支給対象か
らはずれている人の際は費用だけを負担するのほ矛盾
する」（木屋／1970）5，という声も少なくなかった。
3－b．考察
　児童手当はあくまで児童手当であって，被用者手当
ではない。いたってあたりまえのことである。企業は，
企業も社会を構成する一都で，子どもは「社会の子」
であることをより認識すべきである。すべての子ども
が将来，被用老となる可能性をもっているのであるか
ら，事業主拠出の被用者以外への負担に，何の矛盾も
生じないといえる。次代を担う力となる子どもたちに
何の区別も必要ない。児童手当の事業主拠拙金は，労
働力政策と考えるのではなく，次代を担う子どもたち
を社会全体で養育するという発想こそが大切なのだと
思う。そのために國は国庫を積極的に児董手当に拠出
し，企業は資本の再分配を広く全体に行うべきであるe
　当時の社会背景から，F日本の企業は現行制度以上の
社会保険の負担には耐えられない旨のことが，ある意
味では予防的に，また先制的にかねてから表明されて
いることは周知の通bjであり，「児童手当制度実施ま
での楓強い抵抗の一つが，実はこの企業側，経営者側
の反態であった」（谷／1967）G｝ことがあらためて認識
されるのである。
　財政負担は，もちろん全額国庫負担が望ましいと考
えられる。しかし実際め国庫は，それに耐えられるも
のではとうていない。早期の実現を望むなら，企業の
分担は必要である。まして，労働力政策偏向の児童手
当論議にあって，企業負担はむしろ当然であると認識
しなけれぽいけない。そして，労働力政策によらなく
ても，資本の再分配という観点からも，充分企業負担
の必要性は認識できるものと思われる。
B．　II其月（1971一）1978）
1．政策的背景
　難産であった児童手当制度は，1972（S47）年によう
やく発足した。手当額も，1974（S49）年には4000円／
月，翌年にeinsooo円／月に引き上げられた。支給対象
児壷も，発足当時は第3子以降，5歳未満であったの
が，翌年には10歳未満，1974（S49）年には義務教育終
了前までとなり，制度の完全実施をみた。
　制度の目的は2つに絞られた。1．家庭における生
活の安定に寄与する（社会保障・所得保障の観点），2．
次代の社会を担う児童の健全な育成と向上に資するこ
と（児童福祉の観点）。
　「児童手当法の解説」（厚生省児童家庭局1972年）に
よれば，児童手当制度の目的として，この二つに絞ら
れた理由は，次のとおりである。「まず，所得保障の面
からである。児童養育費が家計の大きな負担となって
いる現状にかんがみ，本年度の急速な創設が望まれて
いたものである。次に児童福祉の観点から，児童の育
成の場である家庭がなにより保護・尊重されなければ
ならないものであるとともに，家庭における児堂の育
成について，国や社会も親とともに育成の責務を分か
ち合うことが望まれる」とある。よって，それ以外の，
賃金政策，雇用政策，人口政策等に資することは，一
切目的に含まれないこととなった。
　次に，中央児童審議会は，厚生省が1976（S51）年に
実施した「児童手当制度調査」の結果：内容に鑑み，制
度について検討を行い，「児童手当制度に関する当面の
改善策について」（1977／S52）と題する意見具申を
行った。そこでは制度の基本的方向のあり方について
次のように述べられている。「児童手当が所得保障と児
童の健全育成・資質向上の二つの目的を有し，これら
の目的に沿った機能を発揮すべきであることは前述す
るところから開らかである。この場合，児童手当制度
の所得保障機能と健全育成・資質向上の機能との関係
については，まず家庭の生活安定力～あってこを児童手
当を健全育成のために生かすことも可能となるのであ
るから，まず，所得保障制度として十分に機能する仕
組みとすることが必要である。しかしながら，当制度
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の目的は所得保障のみにとどまるものではなく，児童
の健全育成・資質向上を図るという理念を制度の仕組
みの上に十分に反映させなければならない」。「また金
銭給付にとどまらず，次代をになう児童の健全育成・
資質向上の意識の啓発，健全育成施設の整備，優秀な
児童文化財の普及，その他の健全育成施設を併せて実
施し，金銭給付，施設，サービスが有機的関連性をもっ
て運用され，十分な効果を発揮するような施策体系と
することが望ましい」という内容である。
　また，「手当を支給していない家庭の児童も含めて，
児童の健全育成対策の推進を図るため，児童手当制度
独自の立揚から，当面実施可能な範囲で各種健全育成
施策を実施すぺきである」との考え方に従い，
1978（S53）年，国民年金法等の一部を改正する法律案
にて，児童手当法の改正をおこなった。
　それは，児童手当制度に福祉施設を導入することと
し，積立金の額に相当する額の範囲内で，法律の目的
の達成に資する施設をすることができるというもの
だった。具体的な行事としては，初年度（S53年度），
畜業所内保育施設に対する助成，児童センター等児童
厚生施設の整備に対する助成，児童健全育成事業に対
する助成等の事業を実施し，事業規模ts　40億円弱で
あった。なお，その財源は，事業主拠出金で，積立金
とは，剰余金の集積を意味する。
2－－a．制度目的のあいまいさ
　制度目的については，二通りのあいまいさが指摘さ
れるe
　一つは，所得保障の観点と児童福祉の観点の二つの
並列した目的のどちらに，重点を置くべきであるかと
いう議論。
　もう一っは，法改正後の，現金給付と現物給付の双
方の導入の問題である。
　上田（1971）7｝は，1971（S46）年2月23日付の朝日
新聞社説（「これは制度の創設だけをあせっての，苦し
まぎれの妥協としか思えない。…児童手当制度は形だ
け整えれぽよいというものではない…まず目的の重点
を所得保障と児童福祉のどちらにおくかが，あいまい
であるeこのことは，将来児童手当制度をどこまで充
実させるか，という問題と密接にからんでくる。」）を
引用しながら，「この程度の制度の実施では，家庭生活
の安定にも寄与しないt，ましてこれによって児童福
祉の本格的推進にも寄与しない。むしろ葡世紀的な停
滞状況にある日本の児童福祉事業を，さらに窮地に追
い込む結果ともなることが心配されるともいえよう，
…やはり問題は，日本の制度が，児童福祉をねらった
ものか，それとも所得保障なのか，その性格が極めて
あいまいな点であろう」と指摘して，発足直後の制度
に批判を加えている。
　児童手当制度は，1970（S45）年の児童手当審議会の
答申「児童手当制度の大綱」を受けて発足しているが，
そめ背景には，1968（S43）年の児童手当懇談会「児童
手当制度に関する報告」の内容に，当時の斉藤厚生大
臣の私案を大幅につけ加えた形になっている。
　具体的には，1968（S43）年の児童手当懇談会「児童
手当制度に関する報告」では，企業拠出額は支払賃金
の2％（2900億円）であった。ところが，斉藤厚生大
臣の私案（1969／S44）をうけた形の，発足制度におい
ては，その1／10（330億円）と大幅に縮小されている。
また，支給開始が第三子からとなり，その上，所得制
限がつけられているe
　これら斉藤厚生大臣の私案について，「この私案は，
規模こそかなり後退した印象を受けるとはいえ，遠く
将来に思いをはせ理想主義的な考えに満ちていた斉藤
厚生大臣の苦心が秘められ」（近藤／1970）帥ていると
の評価もされているが，一一方で，このような問題を「す
くなくともその答えは，佐藤総理の就任以来の公約を
とにかく実現させる過程で，国民生活とか児童福祉を
優先させるのではなく，あくまで企業優先の立場を貫
き，できるかぎり企業負担を切り詰めるといったとこ
ろにあるとしか考えられない」（上田／1971）9，とみる
こともできる。
　また，「直i接的には，最後まで児童手当の実施へ難色
をしあし，また事業主としての負担を渋った財界の責
任，またそれのみを反映したかのような政府の姿勢に
あったということ」（一番ケ瀬／1972）10｝も見逃せない
事実である。
　このようにみてくると，児童手当制度の根底では，
少なくとも児童福祉的観点を優先しているとは思えな
い。それは，企業拠出制度の問題によるだけでなく，
第三子からの支給開始，支給に際する所得制限といっ
た事実をみても明らかである。
　次に，法改正に伴う現物支給（福祉施設）の導入に
よる児童手当制度の変化をどう受け止めるべきかの議
論である。
　財源が事業主拠出金であることに鑑みれば，福祉施
設実施の際に審業主にも還元されるような内容に配慮
されているともいえるが，「福祉施設は，財源の不安定
性等財源面での制約はあるが，児童手当の充実がなか
なか望めない状況にあるなかで，児童健全育成の推進，
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また制度のPRという面でも大きな役割を担うことに
なった」（児壷手当制度研究会／1991）とされている。
　一方で，健全了ゴ成・資質向上は，児産福祉全体が目
指す一一一一大1ヨ的であるとして，rそのうち児童手当は，児
鷺義青の基木的な場である家庭iに対し，金銭給付によ
り生活の安定をはかるという点で，他の施策・方法と
は災なる独自の役劇を担っているのである」し，制度
日的の並列と法改正に伴う福祉施設費の導入について
は，「要するに，今回の法改正で尋入された目的・仕組
みの多元化は，児董手当制度の独自的な役割を薄め，
謹小化してゆく点で大きな問題を提起しているもの」
であり，そもそも，「児堂手当制度の目的を二分して並
べ，所得保障以外の施策・仕組みを導入していく論法
には，かなりの無理がある」との分析（桜田／1979）11｝
がされている。
　しかし，1977年以降の制度目的の流れは，目的の並
列というよりはむしろ，所得保障施策としての方向性
が強かったのではないだろうか。とはいえ，内在的に
みれば，制度が建設的に発展しているとは言いがたい
のも事実である。
2－b．考察
　この時期（II期一197P「1978）は，児童手当制度が
熟するべき発展期のはずである。確かに，長年の懸案
であった児童手当法がようやく成立し，段階的な支給
対象の範囲の拡大（S47年度＝第3子以降5歳未満，
S48年度＝第3子以降10歳未満，S49年度以降＝第3子
以降義務教育終了前），手当月額の加算（S47年度＝
3000円，S49年度＝4000円，　S50年度以降＝5000円），あ
るいは，所得制限限度額の緩和もされてきた。
　また，児童手当制度調査の結果や，申央児童福祉審
議会の意見具申を受けて，建設的な法律改正もおこな
われている。しかし，その内在的な動きはどうなので
あろうか。
　中央児童福祉審議会の答申にもあったように，制度
目的の重点を所得保障においたわけだが，実際には，
制度目的の重点のあいまいさが指摘され，明らかにさ
れた。
　次に，積立金の福祉施設利用について分析してみるe
ここでいう積立金とは，事業主拠出金の剰余金の集積
を意味する。これは，1977（S52）の中央児童福祉審議
会の意見具申「児童手当制度に関する当面の改善策に
ついて」の中の，「手当を支給していない家庭の児童も
含めて，児童の健全育成対策の推進を図るため，児童
手当制度独自の立場から，当面実施可能な範囲で各種
健全育成施策を実施すべきである」との考え方に従い，
国民年金法等の一部を改正する法律案（1978／S53）に
て，児壷手当法の改正をおこなった際に実施されたも
のである。
　外在的には，建設的な児童手当制度の運用がされて
いるわけである。しかし，これを内在的に分析してみ
ると，例えば，寡業所内保育施設の運営助成に関して
は，その助成対象が児童手当財源拠出の事業主に限ら
れていて，積立金の再分配が行われているというより
は，むしろ，事業主還元的な色彩の強いものも含まれ
ているのである。1期のところで考察したように，窮
業主拠出金は広く再分配されるべきものである。
　児童手当制度は，本来金銭給付により，家庭の安定
をはかり，児童の健全育成を目指すものであると考え
る。「目的を併置し多元的構造においてとらえるのでは
なく，本来は第一義的｝こ追求するのは所得保障が目的
であるeこの意味から健全育成は十分な発揮により高
次元の目的として理解されるはずのもの」（桜田／
1979）12｝である。
3－a．賃金体系の合理化との関連
　児童手当と賃金との関係については，前節で，最低
賃金制度の理論的根拠との密接な関わり，として述べた
ところであるが，ここでは，賃金体系の家族手当との
調整をどのように考えていくかということが問題とな
る。　　　　　　　　　　　・
　H本経営者団体連盟をはじめとする各経済界では，
賃金水準の上昇に伴い，必然的に賃金体系の見直しを
行うべき段階にあるにあると主張しはじめた。それは
今後の賃金変渉においては，児童手当との関連を十分
に考慮のうえ，児童手当支給対象に対する家族手当の
打ち切りを含めた賃金体系の合理化を推進するという
ものであった。また，当時の人事院勧告では，児童手
当と児童扶養手当の並給を見直せという提言がなされ
ていた。
　これらの流れに対し，当時の厚生省児童家庭局児童
手当課長は，被用渚の賃金が必ずしもその子弟の養育
費の増高に応じて引き上げられない現実に直面した場
合の対応の方法として，現物給付によるものの他に，
労働市場に介入して賃金が養育費を考慮した形で決め
られるようにすることと，児童手当等の事後的な再分
配施策をとるととであるとした。そして，「企業の一部
で家旗手当を支給している例があるとしても，それは
年功賃金体系の修正の急速な進行を退職金，時間外賃
金等に影響しない形である程度緩和しようとする賃金
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管理上の配慮によるものが多いと考えられ，このひと
ことをもって社会保障政策の一一環として行われている
児童手当の支給を不合理とする理由とはならない」と
説明したという（粥川／1979）13）e
　しかし，これらの見解に対しては，「たんに児童手当
そのものをめぐる動き以上に，基本的には，労働老の
生活保障をめく・る賃金と社会保障の関係をきていする
重要な問題」（一番ケ瀬／1972）1“｝であるとして，実質
的な賃金切り下げにつながるおそれがあることを懸念
する見解もあoた。
　なお，賃金体系の家族手当の欠陥としては，所得再
配分が同一職業グループ内でしこおこらない，主とし
て共通の基金を持つ同じ所得水準にある家族の間でし
かおこらないことなどがいわれている。
　っまり，全国民（すべての子ども）を対象とする児
童手当とは，基本的な趣旨からして，まoたく別のも
のであることがわかる。
　そもそも，この時期の最低賃金制度があいまいなま
ま，賃金体系の合理化など語ることができるのだろう
か。賃金体系の家族手当は，当然賃金の一部であり，
児童手当とのすり替えなど不可能である。
3－b．考察
　賃金体系の家族手当との合理化も検討されたが，そ
もそも1期（1958　一一　1970）においてすで1こ朔らかにさ
れている賃金制度の理論的基礎のあいまいさにはほと
んど検討が及んでいない。
　賃金体系の諸手当はつねに賃金基底の低さを隠す役
割を果たしてきた歴史を持ち，家族手当には，とりわ
けその性格が強いのである（孫田／1971）：5）。その上で，
児童手当を賃金体系の家族手当に相殺しようとする動
きは，その時点ですでに根拠に欠けていると言わざる
を得ない。
　児堂手当制度をより発展させなければいけない時期
に，手当を相殺させるような論議がでてくるのはやは
り疑問である。「家族手当と児童手当のたんなる項目上
のさしかえではなく，児童手当を積麺的に獲得してい
く方向を目指す必要がある。そしてそれは，賃金とは
何か，実質的にその額を明示するなかで，同時に見い
ださなければならない」（一番ケ瀬／1972）16）のである。
　児童手当を積極的に獲得していく方向を目指す必要
があるのならぽ，児童福祉体系の中でどう発展させて
いくかが大切であると考える。
　1977年の中央児産福祉審議会の意見，Sil，申以降制度
目的の重点は所得保障に置くべきとされ，児童福祉の
理念を制度の仕組みの上に十分反映させなければなら
ないとしているのであるから，制度として当然の発展
が見込まれるはずである。
　しかし，1978年の法改正は，結果的にその仕組みを
多元化させ，内在的には，その目的のあいまいさをさ
らに助長させたにすぎないとも思える。
C．　III其月　（1979～1988）
1．政策的背景
　1979（S54）年に発表された財政制度審議会のi報告に
おいては，国家財政面から，効率的な制度運用が求め
られなければならない状況にあるので，制度の存廃，
費用負担のあり方等を含めた制度見直しが提起され
た。それは，「わが国の揚合，児童養育費の負担のあり
方に関し，ヨーロッパ諸国と比較して親子の家庭にお
ける結びつきが強く，広く社会的に負担する．という
ヨーVッパ諸国のような考え方になじみにくい状況に
あること。児童養育費の負担軽減に資するものとして，
一般的には，税制上の扶養控除制度が存在しているこ
と。保育園その他の児童福祉施策との関連において，
また，広く社会保障施策全体の中で，必ずしも優先度
が高いとはいえないこと」などの問題をふまえ，「社会
保障全般について従来にも増して公平，かつ，制度を
基本的に見直すべきである」というものであウた。制
度見直し論議の墓開けである。
　中央児童福祉審議会児童手当部会は，児童手当制度
基本問題研究会の報告を基に「児童手当制度の基本的
あり方について」（1980／S55）において，一貫して「来
るべき高齢化社会の担い手となる年少世代に対し現在
の生産年齢世代が何らかの形で配慮し，全世代を通ず
る国民全体の連帯感のきずなを作っておくことが，人
ロの高齢化が急速に進み，老人扶養の負担が急増する
わ力掴の将来にとって極めて重要である」とする高齢
化社会危機論にも似た，世代間連帯の必要性に関する
説明が繰り返された。
　臨時行政調査会は，「行政改革の関する第一次答申」
（1981／S56）において，児童手当制度について，公費
負担に係る支給を低所得世帯に限定する等，制度のi抜
本的見直しを行うとして，行政改革に一環としての制
度見直しを提言した。これを受け，1981（S56）年，そ
れまで拡大し続けてきた所得制限限度額の引き締めが
行われた。
　中央児童福祉審議会児童手当部会（1984／S59）は，
これらの流れを受け，「児童手当制度の当面の改善方策
について」と題する意見具申を行い，これが，児童手
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当法の一部改正（1985／S60）へとつながった。、
　意見具申においては，1．支給対象児茄の範囲につ
いて，当面の財政上の鋼約などをふまえ，当面の措置
として，第二子から支給対象とすることにも政策的妥
嶺性を認め得る。2．支給期間については，選憾なが
らとしながらも，本来義務教育終了1時まであるぺき支
給期闘を相当絞り込む等により給付の重点化をはから
ざるを得ないとし，法改正に飼いては，義務教育就学
前までの支給とされた。
金等と同鎌，その時々の事惜に応じて政策的に決定さ
れてゆく」ことが懸念され，「財政危機が叫ばれ，新た
な増税策が日程にのぼっている今臼，児童扶養控除の
廃止による国庫増収分が，はたしてどれだけ児童手当
の改善費用にふりむけられるか楽観は禁物である」と
の指摘（桜田／1979）17，もされている。
　この問題においては，とかく国家財政論的立場と，
社会政策的立場とのくいちがいから発生するものであ
る。
2－a．児童扶養控除との調整
　児童手当と扶養控除の調整問題については，児童手
当基本間題研究会の最終報告（1980／S55）において具
体的な検討がされている。そこでは，児童手当と扶養
控除が併存することの間題点として，たとえ児童数が
同じであっても，所得が低く児童手当しか支給されな
い者と，児置手当と扶養控除の双方の恩恵を受ける者
の，，2グルー一ブに分かれてしまうという不合理さを指
摘している。こうした問題の是正について，児童手当
と扶養控除の両者の機能的類似性に着目し，調整問題
としているのであるe
　扶養控除とは，納税渚に扶養親族がある場合に所得
金額から一定の金額を控除する所得控除の一種であ
る。しかし，児童手当のように児童の養育に伴う負担
を軽減することを目的とするものではなく，租税負担
を担税力に応じて配分するという課税の能力原則に基
づく措置である。
　しかし，扶養控除の効果を社会政策的な見地から見
ると，次のような問題点を指摘できる。』第一に，課税
最低限の者には効果がないことである。所得額が低く，
税金を納める必要のない者にとっては，児童が何人い
ようと扶養控除の効果により手元に残る所得が増える
ということはない。第ごに，所得の高い者ほどi効果が
大きくなることである。わが国の所得税は累進税と
なっており，効率の税率が適用される高所得者ほど，
扶養控除の効果は大きくなるeこのように，扶養控除
の効果は逆進的な性格を有しており，所得が低く，経
済的な支援を必要とする漕に十分応えられるものとは
なっていない。
　この議論においては，扶養控除を廃止した場合の税
収増は，児童手当の充実に振り替えられることが前提
だが，「この財政方式をとる揚合，大幅な給付改善のた
めの財源確保となるかどうかは疑わしい。扶養控除廃
止による増収分は，租税収入として一括され，国庫の
一一ﾊ会計に収まり，児童手当の支給額等は老人福祉年
2－b．考察
　国家財政論的立楊と社会政策的立場とのくいちがい
は，III期の当初から続いているものである。そこでは，
扶養控除との調整にその焦点があてられたわけだが，
そのことは，前節のII期においての，賃金体系の家族
手当と，児堂手当の根殺に議論の焦点があてられてい
たことを連想させる。国家財政論的立揚は，なんとか
して児童手当を合理化しようとしているわけである。
　しかし，扶養控除と児童手当は，その基本的な性質
からして互いにそぐわないことは，前記の議論から朔
らかであると考えられる。
　児童手当は，財政論的立揚からの調整には，やはり
適応しきれない性格を持っているのではないか。児童
手当の効率性をより検証しようとするなら，まず，児
童福祉体系のなかで，どのような位置づけをすべきか
ということの論議を先行すべきである。もっとも，児
童福祉体系のなかで現金給付によるサービスという特
殊性を持っているわけであるから，税制の措置をどの
よ一うに位置づければ，より効率的な制度運営が可能な
のかという議論は大切である。
D．N期（上989～）
1．政策的背景
　この時期の特徴は，児童手当制度そのものが，議論
として取り上げられるというよりは，「健やかに子ども
を産み育てる環境づくり」との関連のなかで，取り上
げられるようになうてきたことである。
　当時担当の厚生省児童家庭局児童手当課長（高尾／
1991）1s）は，1991（H3）年の児童手当法改正の背景と
して次のようにのべている。「本格的な高齢化社会を迎
え，高齢者の問題とともに，次代を担う児童の問題が
大きくクローズナップされてきている。1また，核家族
化の進行，女性就労の増大，出生率の低下等，近年の
児童と家庭を取り巻く環境は大きく変化しており，2
1世紀の社会を担う児童が健やかに生まれ育つための
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環境づくりを総合的に進めることが課題となってい
る」。
　改正により，支給対象を第2子から第1子からとし
て，3歳未満とされた。支給額は，第1子・2子は5000
円，第3子は10000になった。
2－a．現物給付としての児童手当
　1991（H3）年と1994（H6）年の児童手当法改正によっ
て，児童手当は現金給付のみならず，福祉施調諜な
どの現物給付も実施できることになった。もちろんこ
れまでも，事業主拠出金の余劉積立金による事業実施
はされてきたが，それは，余：裕財源がある場合に事業
を実施できるという限定的な位遣づけであった。今回
の法改正によって，従来からの算定要素に，福祉施設
事業に充てる拠出金額に相当する率（事業費充当額相
当率）を加えて拠出金率を算定することとしており，
これによって福祉施設事業の財源が正式に確保できる
ことになった。
　また，この改正は，厚生省のいわゆる「エソゼルプ
ラソ・プレリュード」における，子育て支援サービス
の実施を可能にするためのものであった。
　「エソゼルプラソ・プレリ＝一ド」はその後，子ど
もたちが健全に育つための整備や，子育てと仕事の両
立支援等を目的とする総合的な児童家庭対策である
Fエソゼルブラソ（今後の子育て支援のための施策の
基本的方向について）」（1994／H6）として具体化し，
その事業を行う財団（子ども未来財団）創設のために，
児童手当の福祉施設事業の財源による300億円の基金
が用意された。
　なお，「エソゼルプラソ・プレリュード」における事
業内容は，1．事業所内保育施設運営費の助成，2．
駅型保育モデル事業，3．在宅保育サービス事業助成
事業，4．児童環境・健全育成支援事業，5．児童関
連情報蟹時間ネットワーク宴業，6．キャラバソ隊派
遣事業，の6つである。
　児童手当そのものに対する議論は姿を消し，子育て
支援事業の一一部として児童手当を利用しようという議
論が主流になってきた。
2－b．考察
　これらの流れをどうみることができるだろうか。
　一つの見方として，児童福祉そのもののなかで，児
童手当が議論されているのだから，なにも問題にする
ことはないということもできる。確かに，これまでは
財政論主流の流れのなか（・，児童手当をどう調整し統
廃合していくかという議論がさかんであったように思
う。その時から児童福祉のなかで児童手当制度をどう
位置づけていくかということは，提起されていたこと
でもある。
　一方，これらの動向に対して，「手当の支給期間を短
縮してまでも児童手当の枠の中で福祉施設を設けたほ
うがよいのだろうか」と警告』し，r児童福祉事業を健全
育成サービスとして児童手当制度で実施することは，
結局，現金給付としての児童手当を縮小するとともに，
健全育成サービスとしての児童福祉を肩代わりして，
児童福祉事業をも不在にしてしまうのではないだろう
か」（大塩／1992）tg）との懸念もある。
　これは，現金給付なのか，現物給付なのかという児
童手当のあり方の問題につたがるものである。このこ
とは，前期（III期）以降でも議論されていることであ
り，もしこのことがこの時点でまだ問題とされるので
あれば，過去の議論は，いつの間にかどこかに頓挫さ
れてしまっていることになる。
　そもそも，保膏行政は，保育行政の粋内で健全育成
サービスを行うことが基本であると考えられる。児童
手当の児童福祉の観点は大切であるが，それによって，
本来の現金給付機能の縮小を招くようなことがあれ
ぽ，それは本末転倒であるといわざるを得ない。
　　　　　　　　V．ま　と　め
　論争を歴史的にふりかえってみると，児童手当が，
なかなか発展していかないのは、その時々の論争がど
れもいつの間にか頓挫さ2z，充殉こ解決できないま
ま今日にいたっていることに原因があることがみえて
くる。
　防貧対策という発想から出発した児童手当は，より
緊急性の高い社会保障政策が優先されるなか，－1期に
おいて，ようやく直接的に論議されるようになってく
る．児童手当制度は，当時，最後の社会保障制度とし
て，その論議を深めていったのであるが，実際に児童
手当法が制定されるまでは，まだなお月日を要した。
　この時期の児童手当制度の考え方として，1．多子
貧困の原理，2．労働力政策からの観点，3．児童：福
祉の観点，の3つに整理できる．この内，最も重視さ
れたのがr労働力政策からの観点」であった。確かに
社会的背景から，労働力政策が，児童手当制度を必要
としていたことは理解できる。しかし内在的には，労
働力政策が，児童手当催度の理論的根拠として耐えう
るものであったかといえば必ずしもそうではなく，む
しろ不完全なものであったことがうかがえるe
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　そこでは，質金体系と児瀧手当の関係について論じ
た際に，最低質金制度の理論的基礎が未確立な揚合，
それが児輩手当の理論的根拠にはなじまないというこ
と，しかしながら，質金体系の理論的基礎の確立は，
児致手当を積極的に獲得していくなかで，同時に見い
ださなければならないことも詣摘された。
　II期においてようやく成立した制度は，2つの目的
（旗庭における生活の安定に寄与する＝所得保陳の観
点，次代の抵会を担う児童の健全な育成と向上に資す
る＝児鷺福祉の観点）に絞られたが，所得保障なのか
健全育成たのか，そのあいまいさが指摘された。国家
財政論政策が所得保障優先の方針を打ち出すなかで，
児壷纏祉的観点との不適応が目立った。その目的の並
列や，仕組みの多元化（現物支給の導入）は，むしろ
児童手当制度の独自的な役割を薄める結果となった。
その上，制度成立以前の議論が未解決の1ままで，内在
的には，制度が建設的に発展しているとは言いがたい
のも斑実であった。
　Ili；Mでは，社会的背景から，国家財政論的立場は，
児壷手当の合理化に終始した。国家財政論的立場と社
会政策的立揚とのくい違いが，．より鮮明になってくる
なかで，児童手当は，財政論的立場からの調整には，
なじまないことも明らかになってきた。
　IV期以降，児童手当は，その新しい機能が模索され
はじめている。
　本来の現金給付機能に関しては，支給額は若干アッ
プし，支給対象も第一子からとされたものの，支給期
間は3歳未満に抑えられてしまっている現状をみる
と，必ずしも前進したとはいいがたい。
　1991（H3）年の法律改正も，子育て支援政策の一環
として改正されたのであって，現物給付機能は強化さ
れ，児童手当の持つ最大の特徴である現，金給付機能は，
逆に縮小されてしまった感をぬぐいれない。
　しかし，児童手当を「小さく生んで大きく育てる」
ためには，その独自性（現金給付的役割）を生かしき
ることが大切である。
　そのような意味においては，子育て支援政策の渦中
で，児童手当が再び注目されつつある現在，どうして
も羨得政策のなかで語られがちであった児童手当が，
児童福祉の枠組みの中で議論されだしだことは歓迎す
べきことである。
　しかし，現在の児童手当制度は，過去の一連の議論
を踏まえた末の姿であるとは言いがたい。過去に児童
手当が国家財政論の渦中で振り回されたように，本来
の児童手当としての機能を活かしきれない形で利用さ
れていく可能性がある。
　児堂手当制度のあり方をより検証しようとするなら
ば，まず，児産福祉体系のなかで，どのような位置づ
けをすべきかということの論議を先行すべきである。
その積み重ねが児童手当制度を発展させ，さらには，
わが国の児童福祉体系の再編成にも寄与するものと考
える。
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